
２．金融商品の時価等に関する事項
期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：円）

{貸借対照表計上額(＊１) |時価（＊１） 差額|－{（＊１）

\ 現金及び預金 2¶481¶532¶714 2¶481¶532¶714 0

] リース債務 (251¶630¶467) (251¶932¶789) (302¶322)

^ 未払金 (1¶501¶685¶135) (1¶501¶685¶135) (0)

（＊１） 負債に計上されるものについては、（ ）で示しています。

キャッシュ・フロー計算書の注記事項
１．資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳は、以下のとおりです。

（単位：円）

科 目 名 資金期末残高

現 金 及 び 預 金 2¶481¶532¶714

定 期 預 金 � 500¶000¶000

合 計 1¶981¶532¶714

２．重要な非資金取引
\ 現物寄附による固定資産の取得 89¶086¶923円
] 現物寄附による少額物品の取得 45¶605¶586円

１．固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第84 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第89 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減
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損損失の明細
EEEEEE （単位：円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高

減 価 償 却 累 計 額 減 損 損 失 累 計 額

差引当期末残高 摘要
当期償却額 当期損

益内
当期損
益外

有形固定資産
（特定償却資産）

建 物 18¶681¶845¶043 727¶705¶700 47¶764¶837 19¶361¶785¶906 7¶127¶738¶576 723¶211¶617 0 0 0 12¶234¶047¶330

構 築 物 1¶019¶609¶624 36¶792¶304 997¶500 1¶055¶404¶428 750¶928¶978 38¶545¶660 0 0 0 304¶475¶450
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金融商品の時価等の注記事項
１．金融商品の状況に関する事項
本学は、資金運用については、預金及び国債等に限定しています。
資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人通則法第47条の規定に基づ
き公債等のみを保有しており株式等は保有していません。

（注１）金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっています。

] リース債務
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様のリース取引を行った場合に想定
される利率で割り引いて算出する方法により算定しています。

^ 未払金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
います。

資産除去債務の注記事項
１．資産除去債務の概要
本学が保有する建物に含まれるアスベスト及び建物附属設備に含まれるフロンについては、当該
有形固定資産を除却する際に、法律に基づき特別の方法で除去するという義務を有しています。
２．１の資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの
\ 資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を取得から２～９年と見積もり、割引率は、0•116％～0•900％を使用して資産除
去債務の金額を計算しています。

] 当事業年度における当該資産除去債務の増減
当事業年度において、除去時点が明らかになった有形固定資産については、除去費用を

0•116％～0•900％で割り引いております。

資産除去債務の残高の推移は次の通りです。
期首残高 317¶464円
時の経過による調整額 15¶811円
見積りの変更による増加額 1¶981¶961円
資産除去債務の履行による減少額 �318¶750円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末残高 1¶996¶486円
３．１の資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの以外の資産除去債務
資産除去債務に関連する有形固定資産を除去する場合の財源と時期については、文部科学省等が
総合的判断を考慮して措置することになるため、本学の意思のみで決定することはできません。
そのため、第２期中期目標及び第２期中期計画（平成22年４月から平成28年３月）においても、
当該有形固定資産の除去計画は記載していません。
以上の理由により、当該債務に関連する建物及び建物附属設備の除却の時期を決定することが現
時点では不明なため、資産除去債務を合理的に見積もれず、併せて資産除去債務も計上していませ
ん。
重要な後発事象
該当ありません。
貸借対照表の注記事項
１．運営費交付金から充当されるべき退職給付見積額は4¶131¶031¶258円です。
２．翌年度の運営費交付金から充当されるべき賞与見積額は307¶874¶823円です。
損益計算書の注記事項
運営費交付金収益には、東日本大震災復興特別会計により措置された東日本大震災による被災学
生に係る授業料等免除事業2¶989¶000円が含まれています。
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